
 

 

宇部市空家等跡地活用促進事業補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、空き家の敷地の有効活用を促進し、もって住環境の改善や地域

の活性化を図るため、新たな住宅の建設や跡地の活用につながる空き家の解体事業

に係る宇部市空家等跡地活用促進事業補助金（以下「補助金」という。）の交付に関

し、必要な事項を定めるものとする。  

 （定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定

めるところによる。 

(1)「空家等」   市内に所在し、年間を通して居住その他の使用がなされていないこ

とが常態である建築物で、２分の１以上が居住の用に供されていたものをいう。  

(2)「不良住宅」  空家等であって、次の全てに該当するものをいう。  

イ 主たる構造が木造又は軽量鉄骨造の建築物であるもの。 

 ロ 別表に定める基準において、判定区分「空き家の不良度」の評点の合計が  

１００点以上であるもの。  

(3)「所有者等」 次のいずれかに該当する個人をいう。  

イ 空き家の所有権を有する者又はその相続人 

  ロ 空き家の敷地の所有権を有する者又はその相続人（ただし、空き家の所有者全

員の同意等を得たものに限る。）  

 ハ 空き家又はその敷地の財産管理人  

(4)「解体業者」 建築業法（昭和２４年法律第１００号）別表第１下欄に掲げる土

木工事業、建築工事業若しくは解体工事業に係る同法第３条第１項の許可を受け

ている者又は建設工事に係る資材の再資源化に関する法律（平成１２年法律第１

０４号）第２１条第１項の解体工事業の登録を受けている者で、かつ市内に本店、

支店、営業所、事業所等を有するものをいう。  

(5)「居住誘導区域」 宇部市立地適正化計画に定める居住を誘導すべき区域をいう。   

（補助対象空き家） 

第３条 補助金の交付対象となる空き家（以下「補助対象空き家」という。）は、次

の各号のいずれにも該当するものとする。 

(1) 所在地が居住誘導区域内にあること。  

(2) 昭和５６年５月３１日以前に着工された建築物であること。  

(3) 個人が所有する建築物であること。  

(4) 不良住宅であること。 

(5) 空家等対策の推進に関する特別措置法（平成２６年法律第１２７号）第２２条第

２項に規定する勧告に係る特定空家等でないこと。  

 

 



 

 

（補助対象者） 

第４条 補助金の交付対象となる者（以下「補助対象者」という。）は、次の各号の

要件を全て満たさなければならない。  

(1) 空き家の所有者等であること。 

(2) 空き家の所有者等とその敷地の所有者等とが異なる場合は、当該敷地の所有者

全員から空き家の解体について同意を得ていること。または、当該空き家の所有者

全員から空き家の解体について同意を得ていること。  

(3) 宇部市税の滞納がないこと。  

(4) この要綱に基づく補助対象事業について、国、地方公共団体等による他の補助金

等の交付を受けていないこと。  

(5) 暴力団員又は暴力団若しくは暴力団員と密接な関係を有する者でないこと。  

（補助対象事業） 

第５条 補助金の交付の対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）は、補助

対象者が解体業者に依頼して行う次に掲げる事業とする。 

(1) 空き家の跡地を５年以上継続して地域活性化のために活用するため、空き家を

解体する工事（以下「地域活性化事業」という。） 

(2) 住宅を新築（年度内に事業者が新築するものに限る。）するための敷地に存する

空き家を解体する工事（以下「住宅新築事業」という。）  

（補助対象経費） 

第６条 補助対象経費は、補助対象者が解体業者に支払った補助対象事業に係る費用

（消費税及び地方消費税を除く。）とする。ただし、立木の伐採（隣地、隣接する

道路、隣接する河川又は地域住民の生活環境に深刻な影響を及ぼしている立木の伐

採を除く。）及び家財道具、機械、車両等の移転又は処分に係るものを除く。  

（補助金の額） 

第７条 補助対象額は、木造建築物については３２，０００円／㎡、軽量鉄骨造の建

築物については４６，０００円/㎡を限度とする。 

２ 補助金の額は、地域活性化事業については、補助対象経費の額に２分の１を乗じ

て得た額とし５００，０００円を限度とする。また、住宅新築事業については補助

対象経費の額に３分の１を乗じて得た額とし３００，０００円を限度とする  

３ 前項の補助金の額に、千円未満の端数があるときは、これを切り捨てる。  

（交付申請） 

第８条 補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、補助対象

事業に着手する前に、宇部市空家等跡地活用促進事業補助金交付申請書（様式第１

号）に次に掲げる書類等を添付して、市長に提出するものとする。 

(1) 補助対象事業に係る見積書及び明細書の写し  

(2) 空き家の位置図（付近見取図）  

(3) 空き家の外観写真（複数の方向から撮影されたものとし、一方向は正面玄関又正

面入口を含むものであること。）  



 

 

 

(4) 空き家及びその敷地の登記事項証明書（未登記の建物にあっては、固定資産課税

台帳の写しその他の所有者又は相続人を確認できる書類）  

(5) 補助対象空き家及び敷地の所有者が異なる場合は、承諾書（様式第２号）  

(6) 市税の滞納がないことを示す証明書  

(7) 解体業者の事業所（本店、支店又は営業所）が市内にあることの書類（登記簿又

は法人所在証明の写し） 

(8) 新築する住宅の建築場所及び引渡時期が確認できる書類の写し（住宅新築事業

に限る） 

(9) 自治会等との覚書等の書類（地域活性化事業に限る）  

(10) その他市長が必要と認める書類  

（交付の決定） 

第９条 市長は、前条の申請を受け付けたときは、その内容を審査し、補助金交付の

可否を決定し、その結果を宇部市空家等跡地活用促進事業補助金交付決定通知書

（様式第３号）または宇部市空家等跡地活用促進事業補助金不交付（交付取消し）

決定通知書（様式第４号）により申請者に通知するものとする。  

２ 市長は、前項に規定する補助金の交付決定を行うときに、必要な条件を付すこと

ができる。 

（事業の着手） 

第１０条 補助対象事業の着手は、前条第１項による補助金交付決定通知書受領後に

行わなければならない。 

（事業の内容の変更） 

第１１条 補助対象事業者は、交付決定を受けた後、補助対象事業の内容を変更しよ

うとするときは、事業変更申請書（様式第５号）を市長に申請しなければならない。 

（補助金の交付額の変更の通知）  

第１２条 市長は、前条の申請書の提出があったときは、審査のうえ、交付決定額を

変更する必要があると認めるときは、補助金交付変更通知書（様式第６号）により、

補助対象事業者に通知するものとする。  

（事業の中止） 

第１３条 補助対象事業者は、交付決定を受けた後、補助対象事業を中止しようとす

るときは、事業中止届（様式第７号）を市長に提出しなければならない。  

（実績報告） 

第１４条 補助金の交付決定を受けた者は、補助対象事業が完了したときは、その完

了の日から起算して２０日を経過した日又は当該年度の３月２０日のいずれか早

い日までに、宇部市空家等跡地活用促進事業補助金実績報告書（様式第８号）に次

に掲げる書類等を添付して、市長に提出するものとする。 

(1) 解体工事の工事請負契約書の写し又は請書の写し  

(2) 補助対象事業に係る解体業者の請負代金請求書の写し及び領収書の写し  



 

 

(3) 事業完了後の写真（補助対象事業を行う前の写真と比較可能なもの）  

(4) 新築した住宅の登記事項証明書の写し（住宅新築事業に限る）  

(5) その他市長が必要と認める書類  

（補助金の額の確定） 

第１５条 市長は、前条の規定による報告を受けたときは、当該報告書及び必要に応

じて行う現地調査等により、その内容を審査し、適当であると認めたときは、交付

すべき補助金の額を確定し、宇部市空家等跡地活用促進事業補助金交付確定通知書

（様式第９号）により、申請者に通知するものとする。  

（補助金の交付請求） 

第１６条 前条の規定による通知を受けた者は、速やかに宇部市空家等跡地活用促進

事業補助金交付請求書（様式第１０号）を市長に提出しなければならない。  

（補助金の交付） 

第１７条 市長は、前条の規定による請求を受けた場合において、これを審査し、適

当であると認めるときは、当該請求のあった日から３０日以内に補助事業者に当該

請求のあった額を交付するものとする。  

（補助金の返還） 

第１８条 市長は、補助金の交付を受けた者が、補助金の交付決定の内容若しくはこ

れに付した条件に違反し、または虚偽の申請その他不正な手段により補助金の交付

を受けた場合は、補助金の全部または一部を返還させることができる。  

（遵守義務） 

第１９条 補助金の交付を申請した者は、市長が補助金の交付申請に係る事項につい

て確認及び検査を求めたときは、これに協力しなければならない。  

２ 申請者は、申請した事項に変更が生じたときは、速やかに市長に届けなければな

らない。 

３ 申請者は、関係法令及びこの要綱を遵守しなければならない。  

（その他） 

第２０条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。  

附則 

（施行期日） 

１ この要綱は、令和２年６月１日から施行する。 

附則 

（施行期日） 

１ この要綱は、令和６年４月１日から施行する。  


